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第１章  総  則 

１．業務の項目 

   業務の項目は、次の項目とする。 

（１）可とう性継手詳細設計業務  一式 

 

２．適 用 

  本委託に関する一般的・共通的な事項については、別途、本町が定める契約規定等に

従わなければならない。 

 

３．配置技術者 

（１）本業務は、専門的知識を有する高度な技術者が実施しなければならない。 

（２）管理技術者は、技術士法に基づく技術士（上下水道部門‐下水道）の資格を有する

者とする。 

（３）照査技術者は、技術士法に基づく技術士（上下水道部門‐下水道）の資格を有する

者とする。なお、管理技術者と照査技術者は兼任できないものとする。 

  

４．納 期 

  本委託の納期は、契約日から令和９年２月２８日とする。 

 

５．計画協議 

  本業務の過程において重要な事項は、事前に本町担当員と協議を行わなければならな

い。また、協議事項は議事録として１通を提出し、相互に誤認を生じないよう努めるこ

と。 

 

６．貸与図書等 

  本業務の履行の上で必要となる認可申請書等の本町所有の資料については貸与を行う。

その他必要資料については、計画協議等において受託者より願いでること。 

 また、貸与に際しては、借用書を１通提出し、貸与期間中の管理については、受注者

の責任において慎重に行うこと。 

 

７．秘密の保持等 

受託者は、業務の処理場知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

 また、品質確保のため、本業務実施にあたり次の認証取得証明書の写しを提出しなけれ

ばならない。 

（１）品質マネジメントシステムの国際規格である ISO9001 



 

 

８．納 品 

成果品の提出に際しては管理技術者が直接持参するものとし、必要な説明を行わなけ

ればならない。 

 

第２章 業務内容 

１．業務の目的 

本業務は、『いの町下水道総合対策変更計画策定委託業務（令和 6 年度）』において、

マンホールと管渠の接続部で耐震性能を有していないと判断された箇所を対象に可と

う継手詳細設計を行うものである。 

 

２．主な業務内容 

（１）可とう継手詳細設計 

 

３．業務の対象 

  ・対象延長   L＝5,679m 

  ・管口数    N＝234箇所 

（特に重要な幹線：伊野分区 32箇所、重要な幹線：伊野分区 98箇所、天王分区 104箇所） 

 

表 1 耐震対策施設（特に重要な幹線 伊野分区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

表 2 耐震対策施設（重要な幹線 伊野分区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

表 3 耐震対策施設（重要な幹線 天王分区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

４．業務内容 

（１）調査 

1) 資料収集 

竣工図書・設計図書・土質資料・過年度耐震診断結果等の工法選定及び構造計算

に必要な資料、地下埋設物台帳及びその他支障物件、その他必要な資料の収集整

理を行う。 

  2) 現地調査 

   現場状況について交通規制、支障物件、その他の施工制約条件等の調査を行う。 

（２）設計計画 

現場状況やマンホール形状を踏まえた耐震補強対策工法の選定・構造計画、耐震補

強対策を行うに必要な仮設・補助工法の検討を行う。 

（３）工法比較検討 

全選定された耐震補強対策工法について施工性及び経済性を踏まえた比較検討を行

う。 

（４）設計図作成 

 位置図、平面図、構造図等の作成を行う。 

（５）数量計算 

   耐震補強工にかかわる数量計算を行う。 

（６）照査 

耐震補強方法・耐震補強構造の妥当性、耐震計算等各種計算書の適切性、各種計算

書と設計図の整合性に対する照査を行う。 

（７）報告書作成 

 検討及び設計結果を整理して報告書を作成する。報告書には以下の内容を含めるも

のとし、必要に応じて図・表等を挿入し、第三者にもわかりやすい内容・構成に編集

すること。 

（８）設計協議 

本業務に関する協議を行う。なお、初回、中間 2回、最終の計 4回を基本とするが、

必要に応じて、適宜協議を行うこととする。 

  



 

 

５．提出図書 

図書名             縮尺            形状寸法 

（１）報告書                         A4・3部 

（２）耐震計算書                       A4又は A3・3部 

（３）設計図 

・位置図          1/2、500       A3版折りたたみ製本・3部 

・平面図        1/500～1/1、000           〃 

・構造図          1/10～1/100             〃 

（標準図で整理できるものは標準図形式とする） 

（４）数量計算書                       A4・3部 

（５）打合せ議事録                      1式 

（６）上記のデジタルデータ                  CD・1式 

 

６．その他特記事項 

（１）本業務に関連する業務として、以下の業務がある。 

  〇平成 28年度 いの町公共下水道管路施設 耐震診断委託業務 

  〇令和元年度 いの町公共下水道管路施設 耐震診断委託業務 

  〇令和元年度 いの町公共下水道管路施設 耐震診断委託業務（天王地区） 

  〇令和３年度 いの町公共下水道事業管路施設更新実施設計委託業務 

  〇令和６年度 いの町下水道総合地震対策変更計画策定委託業務 

 当該業務の成果を十分に理解し、整合を図りながら本業務を遂行すること。 

 

＜以 上＞



 

 

耐震対策位置図 

図 1 耐震対策施設（特に重要な幹線 伊野分区） 

       選定委員会資料② 

 



 

 

図 2 耐震対策施設（重要な幹線 伊野分区） 

 

  



 

 

図 3 耐震対策施設（重要な幹線 天王分区） 

    


